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非対称 2 国モデルにおける貿易自由化の効果†
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1. はじめに

　Melitz（2003）以降、企業の異質性と国際貿易に関して莫大な量の研究論文が執筆さ

れてきた。なかでも、貿易自由化と経済成長率に関する論文も多く出版されている。

Baldwin and Robert-Nicoud（2008）は 2 国対称のバラエティー拡大型研究開発の貿易・

経済成長モデルを構築し、追加的な貿易自由化が経済成長率に与える影響を分析した。

本稿で考察する Grossman and Helpman 型の研究開発の生産関数の場合、経済成長率

は必ず下がるという結果であった。Dinopoulos and Unel（2011）はバラエティー拡大

型とクオリティー上昇型のハイブリッド研究開発型貿易・経済成長モデルを構築し、

マークアップ率の変化を新たに組み込んだ。導出された結果は経済成長率に与える影響

が上・下両方の結果であった。その後、同テーマを 2 国非対称モデルに拡張された。

Naito（2017）は Baldwin and Robert-Nicoud（2008）を 2 国非対称モデルに拡張した。

Grossman and Helpman 型の研究開発の生産関数の場合、経済成長率は必ず下がるとい

う結果が示された。さらに、Ourens（2020）は Naito（2017）に完全競争財を導入し、

より簡便なモデルを構築した。1 単位の完全競争財の生産に 1 単位の労働者が必要であ

る仮定と国際的な財の輸送に輸送費がかからない仮定を置き、両国が完全競争財の生産

　 　

†　本研究は、2021 年度関西大学若手研究者育成経費において、研究課題「企業の異質性と国際

経済に関する理論・実証研究」として研究費を受け、その成果を公表するものである。

概　要

　本研究は企業の異質性、準線形型の効用関数、非対称 2 国の貿易・経済成長

モデルを新たに構築し、追加的な貿易自由化が定常状態における経済成長率に

与える影響を分析した。本稿では、輸送費および外国市場参入のサンクコスト

の追加的な減少が経済成長率を必ず減少させることが示された。
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を行っている均衡を考えることにより、均衡における両国の賃金率が 1 となっている。

この均衡の下で経済成長率に与える影響を考察した。得られた結果は定常状態における

経済成長率は必ず下がるという結果であった。

　本研究は、Ourens（2020）をさらに簡便化して貿易自由化が定常状態における経済成

長率に与える影響を分析することにある。本研究は貿易自由化により定常状態の経済成

長率が必ず下がることを示した。この結果の理由を次に説明する。準線形の効用関数を

仮定することにより、4 つのカットオフ条件のみで定常状態の経済成長率が特徴づけら

れ、経済成長率はある国の企業が自国市場に参入するためのカットオフ条件から決定さ

れる。貿易自由化は経済成長率を所与として、自国市場参入のサンクコストを直接的に

増大させ、カットオフ条件を満たすように、経済成長率は減少する。これは、経済成長

率が減少し、市場参入の費用が間接的に減少させる一方で、市場参入の便益が間接的に

増大する。本研究の意義を説明する。Naito（2017）や Ourens（2020）では所得効果が

存在し、経済成長率の決定には自由参入条件や労働市場の均衡条件が追加的に必要であ

るが、本研究は独占的競争財に所得効果が存在しないため、より簡便に経済成長率を求

められる点にある。

　次節以降の構成は次のとおりである。第 2 節では消費者行動に関して説明する。第 3

節では独占的競争企業に関して説明し、第 4 節では自由参入条件の説明を行う。第 5 節

では貿易自由化が定常状態の経済成長率に与える影響とその説明、第 6 節でまとめとす

る。

2. 消費者

　人口は時間とともに変化せず、一定の水準 Lとする。各労働者は毎時点 1 単位の労

働供給を非弾力的に供給するので労働供給も毎時点 Lである。消費者の効用最大化行

動は以下の 2 段階の最大化問題から構成される。第 1 段階は、異時点間の効用を最大化

するように、消費支出の流列Eiを決定する。第 2段階は、消費支出総額を所与として、

静学的な効用を最大化するように各独占的競争財 Diと農業財 Xiに対する消費支出の配

分を決定する。

　消費者の静学的な効用関数は準線形型の効用関数とし、動学的な効用関数は以下になる。

 （1）

ただし、

（2）
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は独占的競争財の第 i国の数量指数であり、dii（θ, t）は第 i国の消費者の第 i国で生産

されたθ番目の独占的競争財の消費、dji（θ, t）は第 i国の消費者の第 j国で生産された

θ番目の独占的競争財の消費、σ >1 は需要の価格弾力性であり、Xi（τ）は第 i国の消

費者の農業財の消費とする。ρ >0 は主観的割引率である。

フローの予算制約式は以下になる。

 （3）

ただし、Ai（t）は第 i国の消費者の金融資産、ri（t）は第 i国の金融資産の収益率、wi（t）

は第 i国の賃金率とする。Ei（t）は第 i国の総消費支出である。

静学的な効用最大化問題より、第 i国消費者の第 i国で生産されたθ番目の独占的競争

財への市場需要関数は、

 （4）

である。ただし、Piは第 i国の価格指数であり、

（5）

と定義される。

同様に、第 i国消費者の第 j国で生産されたθ番目の独占的競争財への市場需要関数は、

（6）

となる。さらに、農業財に対する市場需要関数は

（7）

となり、所得効果は農業財のみに影響する。

第 i国の消費のオイラー方程式は
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（8）

となる。準線形型の効用関数の仮定から、利子率と主観的割引率は等しくなり、1 人当

たり消費支出および各国の総消費支出は毎時点一定となる。

3. 企業

　以下では第 i国と第 j国は構造的に等しいので、第 i国企業を説明する。各独占的競

争企業は財を独占的に供給する。生産要素は労働のみである。独占的競争企業行動は以

下で説明されるように 2 段階から構成される。第 1 段階は、企業が知識開発を行うかど

うかを決定する。各企業の限界費用 Bはパレート分布 にした

がっているものとする。パレート分布から限界費用を引くために、各企業は FI単位の

知識開発を行う必要がある。それに伴うサンクコストは と

である。ただし、 は第 i国の知識 1 単位の開発費用であり、

は第 j国の知識 1 単位の開発費用である。さらに、外国からのスピルオー

バー は自国からのスピルオーバー 1 よりも小さいとする。第 2 段階は各市

場に参入するか参入しないかの意思決定である。各企業の限界費用 Bの水準に応じて

利潤が異なる。利潤と各市場のサンクコストの比較により、各市場における参入・不参

入の意思決定を行う。この論文では簡単化のために、各市場に参入した場合、独占利潤

を 1 期のみ稼ぐことができるものとする。各企業は利潤が低い（限界費用が高い）順番

から、（1）非参入、（2）自国市場のみ参入、（3）自国かつ外国両市場参入から 1 つの選

択を行う。（1）非参入の場合、追加的な費用はかからないが、（2）の自国市場のみに参

入する場合、FL単位の知識開発を行う必要がある。そのサンクコストは bItFLである。

（3）の自国かつ外国両市場に参入する場合、FL単位の知識開発を自国市場向けに行い、

外国市場向けに FX単位の知識開発をそれぞれ行う必要がある。自国市場に供給するに

は輸送費がかからないので、1 単位生産すると、1 単位供給できる。一方、海外市場に

供給するには輸送費がかかるので、τ（>1）単位生産すると、1 単位のみ供給できる。

企業の異質性と貿易に関する実証研究によると、輸出企業の限界費用が非輸出企業の限

界費用よりも低いため、外国市場向けに必要な知識開発 FXは自国市場向けに必要な知

識開発 FLよりも高いとする。

　以下では後ろ向き帰納法を用いて企業行動を分析する。第 1 に、各市場への参入・不

参入の行動を決定し、第 2 に、限界費用を知るための研究開発の意思決定を行う。

　以下では第 1 段階の各国企業の各市場への参入・不参入の行動を説明する。限界費用
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Bの第 i国企業が第 i国市場に供給するときに得られる利潤は

（9）

限界費用 Bの第 i国企業が第 i国市場に供給するときの利潤最大化価格は以下になる。

（10）

利潤最大化価格（10）を利潤（9）に代入すると、限界費用 Bの第 i国企業が第 i国市

場に供給するときの利潤関数は以下になる。

（11）

さらに、第 i国の価格指数（5）をパレート分布で書き換えると、

（12）

となる。（11）と（12）より、限界費用 Bの第 i国企業が第 i国市場に供給するときの

利潤関数は

（13）

となる。本稿では、特許期間が無限である。企業が各市場に参入したときの価値は債券

と株式の非裁定条件より求められる。債券の収益率は利子率であり、株式の収益率は

キャピタルゲイン（ロス）と配当率から構成される。それゆえ、限界費用 Bの企業価

値は
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（14）

となる。以上より、第 i国企業が第 i国市場に参入する限界費用のカットオフ BiDは以

下の式を満たすように決定される。

（15）

ただし、上の式の導出に、定常状態では 2 国の経済成長率が等しいこと

と（8）を用いた。

　同様に、限界費用Bの第 i国企業が第 j国市場から得られる利潤は以下のようになる。

外国市場に供給する場合、1 単位を供給するためには輸送費τ（>1）単位の生産が必要

である。それゆえ、利潤は

（16）

となる。（16）を最大化するように利潤最大化価格を決定する。限界費用 Bの第 i国企

業が第 j国市場に供給するときの利潤最大化価格は

（17）

となる。それゆえ、（16）と（17）から限界費用 Bの第 i国企業が第 j国市場に供給す

るときの利潤関数は以下になる。

（18）

さらに、第 j国の価格指数をパレート分布で書き換えると、
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（19）

となる。

限界費用 Bの第 i国企業が第 j国市場に供給するときの利潤関数は

（20）

となる。

それゆえ、第 i国企業が第 j国市場に参入する限界費用のカットオフ BiXは利潤と市場

参入のサンクコストが等しいように決定される。

（21）

次に、第 j国企業の説明を行う。限界費用 Bの第 j国企業が国内市場に供給するときに

得られる利潤は以下になる。

（22）

限界費用 Bの第 j国企業が国内市場に供給するときの利潤最大化価格は以下になる。

（23）

利潤最大化価格を利潤に代入すると、限界費用 Bの第 j国企業が国内市場に供給すると

きの利潤関数は以下になる。
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（24）

さらに、第 j国の価格指数をパレート分布で書き換えると、

（25）

となる。

限界費用 Bの第 j国企業が国内市場に供給するときの利潤関数は

（26）

第 j国企業が第 j国市場に参入する限界費用のカットオフ BjDは以下の式を満たすよう

に決定される。

（27）

限界費用 Bの第 j国企業が第 i国市場に供給することから得られる利潤は以下のように

なる。外国市場に供給する場合、1 単位を供給するためには輸送費τ（>1）単位の生産

が必要である。それゆえ、

（28）

となる。

限界費用 Bの第 j国企業が第 i国市場に供給するときの利潤最大化価格は
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（29）

となる。それゆえ、限界費用 Bの第 j国企業が第 i国市場に供給するときの利潤関数は

以下になる。

（30）

さらに、第 i国の価格指数をパレート分布で書き換えると、

（31）

となる。

それゆえ、限界費用 Bの第 j国企業が第 i国市場に供給するときの利潤関数は以下にな

る。

（32）

第 j国企業が第 i国市場に参入する限界費用のカットオフ BjXは以下の式を満たすよう

に決定される。

（33）

4. 自由参入条件

　各企業は自分自身の限界費用を分からないので、期待値ベースでの市場に参入した時

の企業価値と限界費用を知るためのサンクコスト bItFIを比べて、FI単位の知識開発を

行うかどうかを考える。ただし、自由参入・退出自由なので、FI単位の知識開発を行

う場合には、期待値ベースでの市場に参入した時の企業価値と限界費用を知るための

サンクコストは等しくなる。以下では FI単位の知識開発が行われている均衡を考察す
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る。第 i国企業の自由参入条件は

（34）

になり、自由参入条件は以下のように書き換えられる。

（35）

同様に、第 j国の自由参入条件は

（36）

第 j国の自由参入条件を書き換えると、

（37）
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5. 比較静学

　以下では、輸送費の追加的な減少を貿易自由化とみなし、貿易自由化が経済成長率に

与える影響を分析する。第 j国の企業の第 j国市場のカットオフ条件を書き換えると、

経済成長率を決定する式は以下のように導出できる。

（38）

以下の十分条件（39）を満たせば、定常状態における経済成長率が一意に存在する。こ

の条件は主観的割引率が高いか人口水準が高いときに成立する。

（39）

以下では、定常状態における経済成長率は一意に存在するための十分条件（39）を仮定

する。本稿で考察する定常状態の経済成長率は以下の図 1 のように表すことが出来る。

図 1：経済成長率の決定
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貿易自由化（輸送費（τ）の追加的な減少）が生じると、経済成長率（g）を所与とし

て、第 j国企業の第 j国市場の参入費用が直接的に高くなる。この直接変化は第 j国の

企業の第 j国市場のカットオフ条件の等号を満たすように以下の 2 つの間接効果をもた

らす。経済成長率（g）の低下は、第 1 に、第 j国企業の第 j国市場の参入便益を増大さ

せ、第 2 に、第 j 国企業の第 j 国市場の参入費用を減少させる。経済成長率に与える影

響は、以下の図 2 にまとめることができる。

図 2：経済成長率への影響

この結果は、外国市場に参入するためのサンクコスト FXが追加的に減少した時の経済

成長率に与える影響と全く同一であり、本稿と既存研究との比較は次の表 1 にまとめて

いる。

表 1：既存研究との比較表

著者名 2 国対称・非対称 貿易自由化の経済成長率効果

Baldwin and Robert-Nicoud

（2008）
2 国対称 減少

Naito（2017） 2 国非対称 減少

Ourens（2020） 2 国非対称 減少

本稿 2 国非対称 減少
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6. 結論

　本研究は、純線形型の効用関数を用いて、独占的競争財に所得効果が存在しないモデ

ルを新たに構築した。同モデルで、貿易自由化が定常状態における経済成長率に与える

影響を分析した。貿易自由化により、定常状態の経済成長率は必ず下がる。両国に共通

な経済成長率はある国の企業が自国市場に参入するためのカットオフ条件から決定され

る。これは、輸送費の減少が参入コストを直接的に増大させ、カットオフ条件を満たす

ように、経済成長率が間接的に下がり、参入の便益が間接的に増大する一方で、費用が

間接的に減少するからである。

　今後の課題として次の点が挙げられる。本稿では財の国際貿易のみを考慮し、貿易自

由化が経済成長率に与える影響を考察したが、本稿の所得効果の存在しないモデルでは

簡便に経済成長率が求められる。現実経済では、直接投資やオフショアリングなども活

発に行われている。これらの自由化が経済成長率や厚生などにどのような影響を与える

のかなども解析的に解くことが出来る簡便なモデルを用いて考察すべき重要なテーマで

ある。
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